
２０２５年 ３月２６日 

各  位 

株式会社 大垣共立銀行 

 

ＯＫＢグループ「カスタマーハラスメント対応方針」の制定 

 

大垣共立銀行（頭取 林 敬治）は本日、ＯＫＢグループにおける「カスタマーハラスメント    

対応方針」を下記の通り制定しました。 

ＯＫＢグループは２０２４年１２月に「ＯＫＢグループ『人権方針』」を公表し、役職員に    

対してハラスメント行為や人権侵害を容認しないだけでなく、お客さまに対しても人権を侵害 

しないことを求めていくこととしました。 

このような中、社会問題化しているカスタマーハラスメントに該当する場合は「カスタマー 

ハラスメント対応方針」に基づき役職員の人権を尊重してまいります。 

 

 

記 

 

■ＯＫＢグループ カスタマーハラスメント対応方針 

項  目 

１．カスタマーハラスメントの定義 

２．お客さまへの対応 

３．役職員への対応 

全  文 
別紙またはＯＫＢのホームページ（https://www.okb.co.jp/about/sustainable.html）

をご参照ください 

 

                                    

以 上 
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ＯＫＢグループ カスタマーハラスメント対応方針 

 

ＯＫＢグループは２０２４年１２月に公表した「ＯＫＢグループ『人権方針』」において、   

役職員に対して「全役職員の人権を尊重し、全役職員が安全で働きやすい職場を、責任をもって

提供することを最優先に考え、ハラスメント行為、人権侵害を容認しません」としています。   

また、お客さまに対しても「お客さまとともに人権課題の解決に努め、人権を侵害しないことを

求めていきます」としています。 

従来からＯＫＢグループは、相談・苦情等は「お客さまと一対一でコミュニケーションが   

できる貴重な機会であり、顧客満足度向上を意識して親切丁寧に対応することにより、当社   

グループに対する見方が変わり、信頼感が生まれることとなるので、決して相談・苦情等から  

逃げることなく正面から積極的に対応します」としています。 

しかしながら、相談・苦情等の中には、過剰な要求、商品やサービスへの不当な言いがかり等、

社会問題化しているカスタマーハラスメントに該当する迷惑行為が見受けられることがあるため、

カスタマーハラスメントに該当する場合は役職員の人権を尊重するべく、「ＯＫＢグループ  

『カスタマーハラスメント対応方針』」を制定しました。 

 

１．カスタマーハラスメントの定義 

お客さま等からの相談・苦情等のうち、当該要求の内容の妥当性に照らして、当該要求を  

実現するための手段・態様が社会通念上不相当なものであって、当該手段・態様により、    

役職員の就業環境が害される行為をカスタマーハラスメントと定義します。 

【手段・態様が社会通念上不相当な行為の例】 

以下は例示であり、これらに限るものではありません。 

・身体的な攻撃（暴行、傷害） 

・精神的な攻撃（脅迫、中傷、名誉棄損、侮辱、暴言） 

・威圧的な言動 

・土下座の要求 

・継続的な言動、執拗な言動 

・拘束的な行動（不退去、居座り、監禁） 

・性的な言動 

・差別的な言動 

・役職員個人への攻撃、要求 

・プライバシーの侵害、ＳＮＳやインターネット上での誹謗中傷 

 

別 紙 



２．お客さまへの対応 

カスタマーハラスメントに該当する場合は役職員の人権を尊重するため、誠意をもって対応

しつつも毅然とした態度で対応します。 

また、カスタマーハラスメントが発生した場合には組織として対応し、必要に応じて弁護士

や警察等とも連携して役職員を守ります。 

なお、悪質なカスタマーハラスメントに該当すると当社グループが判断した場合には、   

以降の対応やお取引をお断りする場合があります。 

 

３．役職員への対応 

カスタマーハラスメントに対する体制や役割を整備し、相談窓口を設置するとともに、   

役職員への教育や研修を行います。 

また、カスタマーハラスメントによって役職員にメンタルヘルス不調の兆候がある場合は 

適切なケアを行います。 

 

以 上 

                                     


